
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東京圏の大規模かつ広域的な災害において 

 災害対策活動の核となる現地対策本部機能の確保 

～東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備の概要～ 

東京圏において大規模かつ広域的な災害が発生した際に、広域的な救助活動や全国や

世界からの物資等の支援の受け入れといった災害対策活動の核となる現地対策本部機能

を確保するため、水上輸送等と連携 

した基幹的広域防災拠点を東京湾臨 

海部（有明の丘地区、東扇島地区） 

に整備した。 

 

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

平成 13 年 6 月 「東京湾臨海部における基幹的

広域防災拠点の整備」決定 

平成 14 年 7 月 有明の丘地区、東扇島地区に整備

決定 

平成 15 年 3 月 東扇島地区；港湾計画の改定によ

り川崎港東扇島地区基幹的広域

防災拠点の位置付 

平成 15 年 3 月 東扇島地区；港湾計画決定 

平成 15 年 11 月  有明の丘地区；都市計画決定 

平成 16 年 2 月 有明の丘地区；都市計画事業承認 

平成 20 年 4 月 東扇島地区供用開始 

平成 22 年 7 月 有明の丘地区供用開始 

→平成 25 年度 事後評価完了 

 

阪神・淡路大震災 （平成７年１月） 

有明の丘地区 

東扇島地区 

■経 緯 

■位置図 プロジェクト着手前 

有明の丘地区 

平成 13 年度 

東扇島地区 

平成 13 年度 
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国営昭和記念公園事務所・港湾空港部首都圏臨海防災センター 【平成２５年度 事後評価完了】 

 
■諸元 

有明の丘地区 

平成 22 年度 

東扇島地区 

平成 19 年度 

プロジェクト着手後 

本部棟 コア部隊ベースキャンプ

ヘリポート

広域支援部隊等ベースキャンプ等

災害時医療支援用地

緊急災害現地対策本部 広域支援部隊等

コア部隊のベースキャンプ

災害時医療支援体制の支援

広域支援部隊・ボランティア等のための活動・統制所、駐車場

人員・物資輸送等に使用

地震時

・首都圏広域防災のヘッドクォーター

・広域支援部隊等コア部隊のベースキャンプ

・災害医療の支援基地として機能

センター施設ゾーン 屋外体験ゾーン

多目的ゾーン

防災に関する学習・情報・活動等
の拠点

被災体験や炊き出し訓練等の
各種訓練・人材育成

各種防災訓練など多目的に活用来園者
に休息の場を提供

・関係機関の訓練、来園者を対象とする防災学習など

・平常時から活用される防災拠点機能

・臨海副都心におけるアメニティ機能

平常時

センター施設

有明の丘地区 

政府総合防災 

訓練 

 

東扇島地区 

緊急物資輸 

送訓練 

有明の丘地区 

東扇島地区 

総 事 業 費 １，１８８億円

整 備 期 間 平成15年度～平成22年度

有 明 の 丘 地 区
（江東区有明）

・整備期間 ： 平成15年度～平成22年度（平成22年7月供用開始）
・整備内容 ： 面積13.2ha（緊急災害現地対策本部施設、ヘリポート、園地 等）

東 扇 島 地 区
（川崎市東扇島）

・整備期間 ： 平成15年度～平成19年度（平成20年4月供用開始）
・整備内容 ： 面積15.8ha（緊急物資輸送支援施設、ヘリポート、緑地施設 等）

地震時
海上からの搬入

耐震強化岸壁

海上からの搬出

内閣府基幹的広域防災拠点施設

ヘリポート

舟運施設

緊急物資輸送荷捌きエリア

広域支援部隊等のキャンプエリア

首都圏臨海防災センター

耐震強化岸壁

防災拠点、緑地、耐震岸壁、

臨港道路等が一体となって、

緊急物資輸送拠点として機能

平常時

海を眺め憩えるゾーン

川崎市に５０年ぶりに

復活した浜辺がある

公園として市民が利用

自然とのふれあいゾーン

多目的レクリエーションゾーン

海とのふれあいゾーン
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１．プロジェクトの内容と目的 

当拠点整備事業は、都市再生プロジェクト（H13年 5月 8日閣議決定）の一環として、H16年 1月

に決定された「東京湾臨海部基幹的広域防災拠点整備基本計画」に基づき、江東区有明（有明の丘

地区）および川崎市東扇島（東扇島地区）に整備された基幹的広域防災拠点である。 

有明の丘地区は、首都圏で大規模な地震災害等が発生したときに国・地方公共団体等の合同現

地対策本部を設置し、首都圏の広域的な司令機能を受け持つヘッドクォーターとして機能するとともに、

広域支援部隊等のコア部隊のベースキャンプや災害時医療の支援基地等として機能させるものであ

る。また、本部棟などを活用して広域支援部隊等の合同訓練・研修や人々が防災に関する体験学習

などを行うことができるようにするとともに、人々の魅力的な憩いの場として利用するものである。 

また、東扇島地区は、発災時において海外からの物資を始めとした物流に関するコントロールセンタ

ーとなるとともに、海上輸送、河川輸送、陸上輸送等への中継基地や広域支援部隊等の一時集結

地・ベースキャンプとして機能させるものである。また、平常時においては、市民の意見を勘案し、防災

についても意識しつつ、人々の魅力的な憩いの場として利用するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

  

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

出典： 「首都直下地震対策に

ついて」（平成 23 年 10 月 20

日、内閣府 防災担当） 

図 1 首都直下地震時の被害想定 
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■諸元・概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点は、平成 13年 7月に設置された「首都圏広域防災拠点整備

協議会」により整備方策の検討が行われ、平成14年7月の第5回協議会のおいて有明の丘地区（東

京都江東区, 公園事業）、東扇島地区（神奈川県川崎市, 港湾事業）の整備が決定された。 

有明の丘地区は、平成 15年 11月に都市計画決定、平成 16年 2月に都市計画事業承認、平成

22年 7月に供用開始された。 

また、東扇島地区は、平成 15年 3月の港湾計画の決定により位置付けられた後、平成 20年 4

月に供用開始された。  

国営昭和記念公園事務所・港湾空港部首都圏臨海防災センター 【平成２５年度 事後評価完了】 

本部棟 コア部隊ベースキャンプ

ヘリポート

広域支援部隊等ベースキャンプ等

災害時医療支援用地

緊急災害現地対策本部 広域支援部隊等

コア部隊のベースキャンプ

災害時医療支援体制の支援

広域支援部隊・ボランティア等のための活動・統制所、駐車場

人員・物資輸送等に使用

地震時

・首都圏広域防災のヘッドクォーター

・広域支援部隊等コア部隊のベースキャンプ

・災害医療の支援基地として機能

センター施設ゾーン 屋外体験ゾーン

多目的ゾーン

防災に関する学習・情報・活動等
の拠点

被災体験や炊き出し訓練等の
各種訓練・人材育成

各種防災訓練など多目的に活用来園者
に休息の場を提供

・関係機関の訓練、来園者を対象とする防災学習など

・平常時から活用される防災拠点機能

・臨海副都心におけるアメニティ機能

平常時

センター施設

総 事 業 費 １，１８８億円

整 備 期 間 平成15年度～平成22年度

有 明 の 丘 地 区
（江東区有明）

・整備期間 ： 平成15年度～平成22年度（平成22年7月供用開始）
・整備内容 ： 面積13.2ha（緊急災害現地対策本部施設、ヘリポート、園地 等）

東 扇 島 地 区
（川崎市東扇島）

・整備期間 ： 平成15年度～平成19年度（平成20年4月供用開始）
・整備内容 ： 面積15.8ha（緊急物資輸送支援施設、ヘリポート、緑地施設 等）

有明の丘地区 

東扇島地区 

地震時
海上からの搬入

耐震強化岸壁

海上からの搬出

内閣府基幹的広域防災拠点施設

ヘリポート

舟運施設

緊急物資輸送荷捌きエリア

広域支援部隊等のキャンプエリア

首都圏臨海防災センター

耐震強化岸壁

防災拠点、緑地、耐震岸壁、

臨港道路等が一体となって、

緊急物資輸送拠点として機能

平常時

海を眺め憩えるゾーン

川崎市に５０年ぶりに

復活した浜辺がある

公園として市民が利用

自然とのふれあいゾーン

多目的レクリエーションゾーン

海とのふれあいゾーン
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２．プロジェクトの効果 

１）種々の定量的評価 

前述のとおり、当拠点整備事業は政府決定に基づく基幹的な防災事業であるが、このようなプ

ロジェクトは実際の災害において如何にその機能が発現されるかが重要であり、費用対効果分析

による定量的な評価はなじまないことが事業評価監視委員会で議論されている。 

したがって、ここでは定性的な評価について整理することとする。 

 

２）その他の効果 

ａ）東京湾臨海部基幹的広域防災拠点の機能 

東京 23 区内で震度６強など、著しく異常かつ激甚な被害が発生していると認められた場合

に、閣議により緊急災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）が設置される。 

また、現地における被災情報のとりまとめや災害応急対策の調整を行う緊急災害現地対策

本部（本部長：内閣府副大臣又は大臣政務官）が有明の丘地区に設置され、東扇島において

は緊急物資輸送活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本部長：内閣総理大臣

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

図 2 災害時における対応フロー 
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ｂ）大規模災害等発生時における基幹的広域防災拠点の機能と効果 

地震時には、「指揮」や「救助活動」、「支援物資」、「国際援助」、「救急医療」を適切に分担

し、復旧活動を円滑かつ迅速に実施できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）平常時における基幹的広域防災拠点の機能と効果 

平常時には、防災訓練・教育の拠点やアメニティの場として、「自治体・支援部隊の訓練」

「住民の防災体験・教育」等の効果がある。 

基幹的広域防災拠点の整備によって、指揮系統等の早期確立により現場への指示が迅速

に行われ、現場の混乱による対応遅延や人的・物的損害等の被害軽減が図られる。 

 

 

 

  

有明の丘地区 東扇島地区

基幹的広域防災拠点がない場合

（Without時）

指示の混乱、対応の遅延
による被害拡大

救助活動のムラや遅延
による被害拡大

緊急支援物資の搬送の
遅延、混乱

海外の物資・人員の受入
れ対応の遅延、混乱

救急医療活動のムラや
遅延による被害拡大

もたらされる効果（With時）

国営昭和記念公園事務所・港湾空港部首都圏臨海防災センター 【平成２５年度 事後評価完了】 

基幹的広域防災拠点がない場合

（Without時）

災害対応ができる人
員・技量不足による救
助遅延

災害への準備不足、知
識不足による被害拡大

有明の丘地区 東扇島地区

もたらされる効果（With時）

図 3 大規模災害等発生時における基幹的広域防災拠点の機能と効果 

図 4 平常時における基幹的広域防災拠点の機能と効果 
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ｄ）有明の丘地区の役割 

○地震時 ： 東京 23区内で震度 5弱以上または 23区外の 1都 3県で震度 5強以上に

おいて警戒体制となり、要員の参集、確認・復旧作業を実施。緊急災害現地

対策本部は内閣府の運用になる。 

○平常時 ： 常時の管理は民間事業者へ委託している。24時間365日警備員を配置して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

図 5 地震時と平常時の役割（有明の丘地区） 

本部棟 コア部隊ベースキャンプ

ヘリポート

広域支援部隊等ベースキャンプ等

災害時医療支援用地

緊急災害現地対策本部 広域支援部隊等

コア部隊のベースキャンプ

災害時医療支援体制の支援

広域支援部隊・ボランティア等のための活動・統制所、駐車場

人員・物資輸送等に使用

地震時

・首都圏広域防災のヘッドクォーター

・広域支援部隊等コア部隊のベースキャンプ

・災害医療の支援基地として機能

センター施設ゾーン 屋外体験ゾーン

多目的ゾーン

防災に関する学習・情報・活動等
の拠点

被災体験や炊き出し訓練等の
各種訓練・人材育成

各種防災訓練など多目的に活用来園者
に休息の場を提供

・関係機関の訓練、来園者を対象とする防災学習など

・平常時から活用される防災拠点機能

・臨海副都心におけるアメニティ機能

平常時

センター施設

図 6 主要施設（有明の丘地区） 
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ｅ）東扇島地区の役割 

○地震時 ： 緊急物資輸送拠点等として活用する。 

東京 23区内で震度 5強以上または川崎市内が震度 6弱以上で非常体制に

なり活動開始する。 

○平常時 ： 一般の方が利用する公園として活用する。また、職員常駐により常に体制を確

保している。 

 

 

 

 

 

  

図 8 主要施設（東扇島地区） 

国営昭和記念公園事務所・港湾空港部首都圏臨海防災センター 【平成２５年度 事後評価完了】 

地震時
海上からの搬入

耐震強化岸壁

海上からの搬出

内閣府基幹的広域防災拠点施設

ヘリポート

舟運施設

緊急物資輸送荷捌きエリア

広域支援部隊等のキャンプエリア

首都圏臨海防災センター

耐震強化岸壁

防災拠点、緑地、耐震岸壁、

臨港道路等が一体となって、

緊急物資輸送拠点として機能

平常時

海を眺め憩えるゾーン

川崎市に５０年ぶりに

復活した浜辺がある

公園として市民が利用

自然とのふれあいゾーン

多目的レクリエーションゾーン

海とのふれあいゾーン

図 7 地震時と平常時の役割（東扇島地区） 

56



３．プロジェクト実施にあたっての特記事項 

１）災害発生時対応のための国による防災訓練 

首都直下地震を想定した緊急現地対策本部の開設・運営や物資輸送の広域オペレーション

等を実施するための運営体制を確立し、対応力の習得・向上を図る訓練を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）自治体・支援部隊による訓練 

自治体や消防など被災時に救助活動ができる人材を育成するための訓練・研修を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

有明の丘地区 東扇島地区

政府総合防災訓練 障害物撤去及び緊急物資輸送訓練

東京都目黒区合同防災訓練

全国消防操法大会 湾岸警察署防災訓練 帰宅困難者輸送訓練川崎臨港消防署水中探査訓練

川崎消防航空隊水難救助
及び救急輸送訓練

東京都高圧ガス防災訓練 防災担当研修

有明の丘地区 東扇島地区

図 9 災害発生時対応のための国による防災訓練（有明の丘地区、東扇島地区） 

図 10 自治体・支援部隊による訓練（有明の丘地区、東扇島地区） 

57



 

３）住民の防災体験・教育 

有明の丘地区では、大規模災害発生時に市民各々が対処するための実践的な知識、技術な

どを体験・学習を通して取得できることを目的とした「防災体験学習施設」を整備、運用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）有明の丘地区の利用状況 

有明の丘地区の入園者数および防災体験学習施設の入館者数は、年々増加傾向にある。 
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発災

駅ビルのエレベータで下降
中に震度6強の地震が発
生。床が振動し、エレベータ
が緊急停止します。

脱出

エレベータから降りると、停
電した薄暗い従業員通路で

す。来館者は避難誘導灯と
非常放送に従って出口を目
指します。 再現被災市街地

音響・照明・映像により余震
が繰り返されるジオラマの

中を、ニンテンドーDSを使っ
たクイズで注意事項を確認
しながら避難場所へ移動し
ます。シネマステーションで
は首都直下地震の再現CG
映像を上映しています。

避難場所

危険な市街地を抜けて、安全な避難場所にたどり
着きました。防災倉庫やテントの展示を見ながら、
緊急時をどう生き抜くかのヒントを学びます。

防災体験学習施設

首都直下地震の発災から避難までの一連の流れを訓練体験し、公共による災害対応

が本格化するまでの３日間を自分たちで生き抜くための知識、技術を身に付ける。

有明の丘地区
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入園者数 354,788人

（内、入館者数 190,675人） H24年度
入園者数 490,882人

（内、入館者数 279,395人）

累計
入園者数 998,693人

（内、入館者数 550,738人）
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図 12 利用状況（有明の丘地区） 

図 11 防災体験学習施設（有明の丘地区） 
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５）東扇島地区の利用状況 

バーベキュー広場や多目的広場（サッカー・少年野球）、各種イベントなど多くの方に利用され

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．プロジェクトによって得られたレッスン 

１）コストおよび工法 

基幹的広域防災拠点の設計、整備にあたり、その機能発揮とコスト縮減の両立を目指し、液状

化対策範囲や建物構造の検証を行った。 

 【耐震強化の範囲・工法のメリハリ】 

・ 全て耐震強化をせず、応急復旧で対応することを許容する部分を設定することで、液状

化対策コストの縮減を図った。 

・ 液状化対策工法については、目的や施工条件等に応じて選択し、特にりんかい線や都

道といった施設周辺では変位軽減型ＣＤＭ工法を採用し、施設への影響軽減を図った。 

・ 特に重要な建物（本部棟（有明の丘地区）と首都圏臨海防災センター（東扇島地区））に

ついては、この規模の公共建築としてはあまり例のない構造（免震構造）を採用し、耐震

性を確実に担保した。 

 

 

 

 

  

当初地盤改良範囲

液状化対策実施箇所有明の丘地区

鉛ダンパー16体（地震エネルギーを熱変換・吸収） 積層ゴム一体型U型ダンパー25体（荷重支持＋減衰）

弾性すべり支承25体（荷重支持＋摺動）積層ゴムアイソレータ41体（荷重支持＋長周期化）

本部棟（有明の丘地区）の免震装置

有明病院

りんかい線

図 14 耐震強化の範囲・工法のメリハリ（有明の丘地区） 

図 13 利用状況（東扇島地区） 

公・港-１ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 
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２）事業期間 

施設の機能や仕様については、計画段階で概ね決定されていたが、実施にあたっては内閣府

や自治体などとの調整に時間を要した。 

このため、平成１６年８月の整備基本計画変更まで、１年以上の時間を要した。 

関係機関、関係自治体の多い重要な施設の計画設計にあたっては、早期の合意形成に努め

つつ、一定の期間を見越したスケジュール管理が重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）費用対効果の算定について 

本事業のような政府決定に基づく基幹的な防災事業については、事業評価監視委員会で費

用対効果分析による定量的な評価がなじまないことが議論されたところであり、新たな事業評価

手法等の確立が求められると考える。 

 

５．考察 

本事業は首都直下地震を想定した基幹的防災拠点として整備したものであり、発災時の運用

実績はないが、大規模発災に備えた訓練の実施とともに、防災教育・啓発の場として、防災・減

災に寄与しているものと考えられる。 

「国民生活に関する世論調査」（内閣府）によれば、東日本大震災以降、国民の防災意識が

高まっており、当拠点へのニーズが増々高まることが期待される。引き続き、防災訓練等を継続

的に実施することで、災害時対応への習熟を図っていくこととしているが、実際に発災した後に改

めて検証することとしている。 

 

 

 

広域支援部隊等ベースキャンプ等

コア部隊ベースキャンプ

本部棟

H16.8 最終配置計画［有明の丘地区］
（整備基本計画変更)

有明病院
ヘリポート

※「首都圏広域防災拠点整備協議会

(第５回)」内閣府HPより抜粋

※「首都圏広域防災拠点整備協議会
(第８回)」内閣府HPより抜粋

災害時医療支援用地

H14.7 当初配置計画［有明の丘地区］
（具体的整備箇所、 整備手法の決定）

ヘリポート

広域支援部隊等ベースキャンプ等

災害時医療支援用地

コア部隊ベースキャンプ

有明病院

本部棟

図 15 当初配置計画と最終配置計画（有明の丘地区） 
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【参考資料について】 

本プロジェクトの参考資料については、下記の関東地方整備局のウェブページでご参照い

ただけます。 

参照 URL：http://www.ktr.mlit.go.jp/shihon/shihon00000112.html 
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